外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業費補助金交付要綱

（趣　旨）
第１条　知事は、経済連携協定に基づき入国する外国人介護福祉士候補者（以下、「候補者」等という。）が円滑に就労・研修できるように、受入施設において実施する候補者に対する日本語学習や介護分野の専門学習の支援を行うため、次条に規定する事業に要する経費に対して、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付に関しては滋賀県補助金等交付規則（昭和４８年滋賀県規則第９号。以下「規則」という。）に規定するもののほか、この要綱に定めるところによる。

（補助金対象事業）
第２条　この補助金は、平成３０年６月１９日付け滋医福第１４１１号滋賀県健康医療福祉部長通知の「外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業実施要綱」に基づき、候補者受入施設のうち別紙１に掲げる資格要件を満たしている者が実施する事業に要する経費を交付の対象とする。
　　　
（補助額）
第３条　この補助金の交付額は、別表の第２欄に定める助成基準額と第３欄に定める助成対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額と、総事業費から寄附金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方とする。ただし、算出された額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。
　　
（補助金交付申請）
第４条　規則第３条に規定する補助金交付申請は、別記様式第１号により別に定める日までに知事に提出するものとする。
２　補助事業者は、前項の申請書を提出するに当たっては、補助金に係る消費税等仕入れ控除税額（補助対象経費に含まれる消費税および地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和63 年法律第108 号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和25 年法律第226 号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）がある場合には、これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時において補助金に係る消費税等仕入れ控除税額が明らかでない場合は、この限りでない。

（交付条件）
第５条　規則第５条に規定する条件は、次に掲げるとおりとする。
　(1) 事業を中止し、または廃止する場合には、知事の承認を受けなければならない。
　(2) 事業が予定の期間内に完了しない場合または事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに知事に報告して、その指示を受けなければならない。
　(3）補助金と事業に係る予算および決算との関係を明らかにした別紙による調書を作成し、事業に係る収入および支出を明らかにした帳簿を備え当該収入および支出について証拠書類を整備し、かつ当該帳簿および証拠書類を事業完了後５年間保管しておかなければならない。

（変更交付申請）
第６条　補助事業者は、補助事業の重要な内容を変更しようとするときは、補助金変更交付申請書（別記様式第２号）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。

（事業実績報告）
第７条　規則第１２条に規定する補助事業等実績報告は、別記様式第３号に関係書類を添えて、事業完了後３０日以内に知事に提出するものとする。
２　第４条第２項ただし書きの規定により交付の申請をした補助事業者は、前項の実績報告書を提出するに当たって、補助金に係る消費税等仕入れ控除税額が明らかである場合には、これを補助金額から減額して報告しなければならない。

（標準事務処理期間）
第８条　標準事務処理期間は次のとおりとする。
（１）規則第４条の規定による補助金等の交付の決定は、第４条の規定による申請があった日から起算して３０日以内に行うものとする。
（２）知事は、補助金の変更交付申請があったときは、申請書を受理した日から１４日以内に変更交付決定を行うものとする。
（３）規則１３条の規定による額の確定は、第６条の規定による実績報告があった日から起算して３０日以内に行うものとする。

（消費税等仕入れ控除税額の確定に伴う補助金の返還）
第９条　補助事業者は、補助事業完了後に消費税等の申告により補助金に係る消費税等仕入れ控除税額が確定した場合（消費税等仕入れ控除税額が０円の場合を含む）には、速やかに消費税等仕入れ控除税額報告書（別記様式第４号）を知事に提出しなければならない。
なお、補助金に係る消費税等仕入れ控除税額があることが確定した場合には、当該消費税等仕入れ控除税額を県に返還しなければならない。

（電子情報処理組織による申請等）
第10条　補助事業者は、第４条の規定に基づく交付の申請、第５条の規定に基づく申請および報告、第６条の規定に基づく計画変更の申請、第７条の規定に基づく実績報告および第９条に基づく消費税等仕入れ控除税額の報告については、滋賀県インターネット利用による行政手続等に関する条例（平成16年滋賀県条例第30号）第３条第１項に規定する電子情報処理組織を使用して行うことができる。

（その他）
第11条　知事は、規則またはこの要綱に定めるほか、この補助金の交付にあたり必要な事項は別に定める。

　　　付　則
　この要綱は、平成２３年４月１日から施行し、平成２３年度分の補助金から適用する。
　　　付　則
　この要綱は、平成２５年４月１日から施行し、平成２５年度分の補助金から適用する。
　　　付　則
　この要綱は、平成２６年４月１日から施行し、平成２６年度分の補助金から適用する。
付　則
　この要綱は、平成２９年４月１日から施行し、平成２９年度分の補助金から適用する。
付　則
　この要綱は、平成３０年４月１日から施行し、平成３０年度分の補助金から適用する。
付　則
　この要綱は、平成３０年１０月１６日から施行し、平成３０年度分の補助金から適用する。
付　則
　この要綱は、令和３年４月１日から施行し、令和３年度分の補助金から適用する。
付　則
　この要綱は、令和４年１月20日から施行し、令和３年度分の補助金から適用する。
付　則
　この要綱は、令和４年４月１日から施行し、令和４年度分の補助金から適用する。
付　則
　この要綱は、令和５年４月１日から施行し、令和５年度分の補助金から適用する。


別紙１

（資格要件）
１　自己または自社もしくは自社の役員等が、次の各号のいずれにも該当する者でないこと。
（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
（２）暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
（３）自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を与える目的をもって、暴力団または暴力団員を利用している者
（４）暴力団または暴力団員に対して資金等を供給し、または便宜を供与するなど、直接的もしくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、または関与している者
（５）暴力団または暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
（６）上記（１）から（５）までのいずれかに該当する者であることを知りながら、これを不当に利用するなどしている者

２　１の（２）から（６）に掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体または個人でないこと。

